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５．まとめ 

 土砂災害警戒情報は、平成 17 年度より準備の整った都道府県から順に運用を開始してお

り、平成 20 年３月末現在、全ての都道府県において運用されている。 

そこで、「土砂災害情報」の災害時の利用状況及び効果の検証を行うため、「土砂災害警

戒情報に関する住民の意識・関心」及び「それによる住民の避難行動に及ぼす効果」につ

いての住民アンケート調査及び市町村担当者へのヒアリングを実施した。 

その結果今回の調査では、以下のことが考察された。 

 

(1)土砂災害警戒情報の認知状況とそれを知った媒体について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂災害警戒情報の周知については、運用開始時に記者発表を行っており、県広報等に

よる広報が図られている。また、市町村から消防団や自治会の幹部会等で土砂災害警戒情

報の説明が行われている場合がある。 

しかしながら、住民アンケート結果からは、約 20％の人が土砂災害警戒情報の意味を知

らないと回答している(図－5.1)。さらに、実際には防災行政無線では説明を行っていない

ことから、図－5.2 の防災無線で知ったと回答した人を含めた約５割の人が十分に意味を理

解していない可能性があると推定された。このことから、より一層の土砂災害警戒情報の

198 48
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回答者の割合

問２ 土砂災害警戒情報の意味を知っていますか

はい

いいえ

グラフ内の数字は回答者数

図－5.1 土砂災害警戒情報の意味の認知状況 

 問３　「土砂災害警戒情報」の意味をどこで知りましたか（複数回答）

152

27

74

8

18

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

テレビ・ラジオ

市町村広報誌

防災行政無線

市町村説明会

その他

回答者の割合

問２の問いに対し、「はい」
（知っている）の回答者数：198

グラフ内の数字は回答数

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、消防研修会・防災訓練

新聞・雑誌、仕事上、知人等

問３　「土砂災害警戒情報」の意味をどこで知りましたか（複数回答）

152

27

74

8

18

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

テレビ・ラジオ

市町村広報誌

防災行政無線

市町村説明会

その他

回答者の割合

問２の問いに対し、「はい」
（知っている）の回答者数：198

グラフ内の数字は回答数

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、消防研修会・防災訓練

新聞・雑誌、仕事上、知人等

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、消防研修会・防災訓練

新聞・雑誌、仕事上、知人等

図－5.2 土砂災害警戒情報の意味を知った方法 
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啓発活動が必要と考えられる。 

土砂災害警戒情報の意味を知った、77％が「テレ 

ビ・ラジオ」、37％が「防災行政無線」と回答してい 

る（図－5.2）。 

広報誌の紙面を大きく割いて説明している地区では、 

広報誌で知ったと回答している割合が比較的高い。 

このことを踏まえ、土砂災害警戒情報の啓発活動に 

は、例えば以下の対応が考えられる。 

①テレビのニュース等で土砂災害警戒情報の発表を 

報道する場合には、合わせて土砂災害警戒情報の 

意味について説明して頂くこと。 

 ②住民は防災行政無線から情報を得る場合が比較的 

に多いので、梅雨、台風等の前には土砂災害警戒 

情報の意味について説明することが望ましい。 

 ③市町村広報誌に掲載されている土砂災害や防災に関する記事と合わせて、土砂災害警

戒情報についても掲載すること。 

 ④市町村へのヒアリング結果より「防災訓練での周知」と言う意見が聞かれたことから、

一般の方が参加する防災訓練・小中学校の防災教育等において土砂災害警戒情報につ

いて説明すること。 

 

(2)土砂災害警戒情報の伝達状況ついて 

 

 

 

 

 

 

 

住民アンケート結果からは、少なくとも 31％の人は土砂災害警戒情報の発表を知らなか

ったという結果が得られている（図－5.3）。この主な原因としては、深夜に発表されたこ

とや停電のためテレビが使えなかったことが考えられた(表－5.2)。 

土砂災害警戒情報の発表を知った媒体は、71％が「テレビ」、47％が「防災行政無線」と

回答しており、防災行政無線（個別受信機）を設置している場合は、「防災行政無線」で発

表を知ったとの回答が多かった(図－5.4)。但し、市町村へのヒアリング調査によると、テ

レビではニュース等により土砂災害警戒情報の発表が報じられていたが、防災行政無線を

通じて連絡された実際の情報は、「台風への注意喚起」や「避難勧告」、「土砂災害の危険性

◎：土砂災害警戒情報について大きく扱
われ説明されている。

Ａ地区 × × 2.0
Ｂ地区 ○ × 0.0
Ｃ地区 ○ ◎ 42.9
Ｄ地区 ○ △ 20.0
Ｅ地区 ○ △ 3.7
Ｆ地区 ◎ ○ 0.0
Ｇ地区 ◎ × 33.3
Ｈ地区 ◎ × 50.0
Ｉ地区 × ◎ 0.0
Ｊ地区 ◎ ▲ 0.0
Ｋ地区 ◎ ▲ 50.0
Ｌ地区 ◎ ▲ 25.0
Ｍ地区 ◎ ▲ 33.3
Ｎ地区 ◎ △ 0.0
Ｏ地区 ◎ ▲ 17.9

県広報
誌

市町村
広報誌

「広報誌」の回
答割合(%)

表－5.1 広報誌の掲載状況と広報 

誌による意味の認知状況 

図－5.3 土砂災害警戒情報の発表の認知状況 

問１　土砂災害警戒情報が発表されたことを知っていますか

174 79
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の連絡」等であり、土砂災害警戒情報を連絡した市町村は少ないことがわかっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことから、例えば以下の対応が考えられる。 

①防災行政無線で「台風に伴う注意喚起」、「避難勧告」を 

連絡しているように、土砂災害警戒情報も連絡する。 

②深夜においても情報伝達をしやすくするため、危険箇所 

など地域を限定して土砂災害警戒情報を伝達できるシス 

テムを検討することが重要だと思われる。 

さらに下記のような工夫が考えられる。 

③デジタル放送による土砂災害警戒情報の提供、ケーブル 

テレビやミニＦＭの協力により必要なときに土砂災害 

警戒情報の発表状況が確認できるようにする。 

④携帯電話メールの活用が考えられる。但し、普段から活 

用するような工夫が必要である。 

 

(3)土砂災害警戒情報の活用及び避難の促進について 

土砂災害警戒情報の発表※を知って思ったことは、「すぐに避難しないと身に危険が及ぶ

と思った」が 19％、「自分の家の周りで土砂災害が発生するのではないかと心配になった」

が 68％で危険を認識しているという回答が多い(図－5.5)。 

土砂災害警戒情報の発表を知ってからの行動は、「テレビ、ラジオに等の気象情報に注意

をした」等の回答が多く、「避難の準備をした」、「親戚・知人宅等に自主避難をした」とい

った避難行動を起こした人は少ない。現状では土砂災害警戒情報の発表※によって情報収集

活動は行うものの、あまり避難行動に結びついていないことがわかる(図－5.6)。 

※実際は台風への注意喚起や避難勧告、土砂災害の危険性の連絡等も含まれていると推定される。 

表－5.2 土砂災害警戒情報の 

発表日時 

 問５　「土砂災害警戒情報」の発表をどのような手段で知りましたか（複数回答）

137

92

19

7

21

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

テレビ

防災行政無線

広報車

携帯電話メール

その他

回答者の割合

問４の問いに対しての
回答者数：194

グラフ内の数字は回答数

消防団、職務上、知人等

問５　「土砂災害警戒情報」の発表をどのような手段で知りましたか（複数回答）

137

92

19

7

21

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

テレビ

防災行政無線

広報車

携帯電話メール

その他

回答者の割合

問４の問いに対しての
回答者数：194

グラフ内の数字は回答数

消防団、職務上、知人等消防団、職務上、知人等

図－5.4 土砂災害警戒情報の発表を知った媒体 

Ａ地区 9/7   1:45
Ｂ地区 9/6  19:30
Ｃ地区 7/15  3:25
Ｄ地区 9/6   7:50
Ｅ地区 9/6   7:50
Ｆ地区 7/14 23:55
Ｇ地区 7/14 17:10
Ｈ地区 7/14  8:37
Ｉ地区 7/13  2:05
Ｊ地区 7/3  13:20
Ｋ地区 7/11  6:45
Ｌ地区 7/11  6:45
Ｍ地区 7/11  6:45
Ｎ地区 7/11  7:58
Ｏ地区 7/13 15:30

土砂災害警戒
情報発表日時
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問７　「土砂災害警戒情報」の発表を知って、あなたはどのような行動をしましたか（複数回答）

24

48

19

33

70

67

136

19

11

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

親戚・知人宅等へ自主避難をした

避難の準備（避難所の確認、非常食、持ち出し品の準備等）をした

外出中の家族に土砂災害のおそれが高いことを伝えた

隣近所に土砂災害のおそれが高いことを伝えた

自宅の裏山（がけ）の様子を見た

自宅横を流れる沢の様子を見た

テレビ、ラジオ等の気象情報に注意した

何もしなかった

その他

回答者の割合

問４に対する
回答者数：194

グラフ内の数字は回答数

図－5.5 土砂災害警戒情報を知って思ったこと 

問６　[土砂災害警戒情報」の発表を知ってどのように思いましたか（複数回答）

37

132

45

11

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

すぐに避難しないと身に危険が及ぶと思った

自分の家の周りで土砂災害が発生するのではないかと心配になった

これくらいの雨なら大丈夫と思った

その他

回答者の割合

問４の問いに対する
回答者数：194

グラフ内の数字は回答数

図－5.6 土砂災害警戒情報を知ってからの行動 
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図－5.7 避難勧告等の発令と避難の状況 

問１５　避難をしたきっかけはなんですか。（複数回答）

15

33

10

29

53

12

40

23

33

12

15

5

7

13

2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

テレビやラジオで土砂災害警戒情報を聞いたから

防災無線等で土砂災害警戒情報を聞いたから

テレビやラジオで避難勧告を聞いたから（避難勧告発令地区記載）

防災無線等で避難勧告を聞いたから（避難勧告発令地区記載）

自治会長、消防団等から避難の呼びかけがあったから

近所の人が避難したから

災害が起こりそうな大雨だったから

がけや周囲の状況に異常（土砂の崩落、出水等）を感じたから

近くで土砂災害が発生したから

川の水位が高くなったから

大雨の時はいつも避難しているから

一人では不安だったから

避難を援助してもらえたから

避難所が近くにあるから

その他

回答者の割合問14の問いに対し、「はい」
（避難をした）の回答者数：84

グラフ内の数字は回答数

図－5.8 避難のきっかけについての回答状況 

問１６　避難をしなかった理由はなんですか。（複数回答）

29

0

25

33

24

68

3

1

5

2

5

6

6

6

13

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

土砂災害警戒情報が発令さていたことを知らなかったから

避難勧告が発令されたことを知らなかったから（避難勧告発令地区記載）

直接避難を呼びかける人がいなかったから

近所で避難している人がいなかったから

災害が起こりそうな大した雨でなかったから

これまで土砂災害が起きたことがなかったので安全だと思ったから

以前、避難したが災害が起こらなかったから

家族がそろわなかったから

高齢者や体の不自由な家族がいたから

避難所が遠いから

避難しようと思った時には、雨が強く避難ができなかったから

避難しようと思った時には、避難路が危険で避難ができなかったから

避難場所が安全だとはわからないから

避難所での過ごし方に不安を感じたから

その他

回答者の割合
問14の問いに対し、「いいえ」
（避難をしない）の回答者数：147

グラフ内の数字は回答数

図－5.9 避難をしなかった理由 

問１４　避難をしましたか

61

23

14

133

0% 20% 40% 60% 80% 100%

避難勧告有り

避難勧告無し

はい

いいえ

問 14 避難をしましたか 

避難勧告等有り 

避難勧告等無し 



90 

 

 避難勧告等の発令と避難行動との関係を調べた結果、避難勧告等が発令された地区は、

避難を実施した人が多い(図－5.7)。また、避難をしたきっかけとして「消防団等からの避

難の呼びかけ」等の外部からの働きかけや、「近くで土砂災害が発生したから」の危険切迫

の認知が多く(図－5.8)、また、避難しなかった理由としては「これまで土砂災害が起こっ

たことがないので安全だと思った」という理由が多いことがわかった(図－5.9)。さらに自

由回答に「具体的な対応がわからない」、「どこに避難すればよいのかわからない」等の意

見がみられた。 

以上のことから、土砂災害の危険を感じても避難行動に移らない人が多いため、避難を

促進させるためには、外部からの働きかけや、土砂災害の危険性の認識を正確にさせる必

要があると考える。 

このことから、例えば以下の対応が考えられる。 

①市長村においては、自主避難の呼びかけや避難勧告の発令等が的確に実施できるよう、

防災時において、それらの判断に必要な、過去の土砂災害の記録や降雨等の土砂災害に

関連する情報を提供するシステムを充実させる。 

②住民においては、土砂災害の危険性の認識や、避難の判断を正確に促すため、土砂災害

に関する講習会等を通じた土砂災害警戒情報等の十分な周知及び人的被害が生じなかっ

た小規模の土砂災害を含む、過去において地域で発生した土砂災害の状況を示す情報等の

提供を行う。それにより避難の準備や自主避難のための目安として活用してもらう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


